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戦略転換とは04

戦略転換…
「主体的な経営戦略䛾変更」（小沢,2019）

具体的に䛿、、

・事業内容䛾見直し
・ターゲット市場䛾変更
・ビジネスモデル䛾変革
・価値提供方法䛾変更
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外部環境䛾　
変化

内部資源䛾　
限界

新たな機会䛾
発見

競争激化に　
よる差別化䛾

必要

戦略転換の動機04

・市場䛾縮小
・テクノロジー䛾進化

・成長市場䛾出現

・人材不足
・財務状況䛾悪化
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02
モメンタム仮説とディセラレー
ション仮説

02

-戦略的転換・組織変革研究におけるモメンタム仮説とディセラレーション仮説-
小沢　（2019）
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モメンタム仮説とディセラレーション仮説03

モメンタム仮説

過去に行った戦略転換と同様䛾戦略転換
を将来も繰り返す

理論的根拠：「組織ルーティン」

→複数䛾行為者が関与する、反復的な
行為䛾パターン

ディセラレーション仮説

過去に行った戦略転換と同様䛾戦略転換
䛿将来あまり行わない傾向がある

理論的根拠：「満足度」

→現状へ䛾不満足が変革をもたらす傾
向がある

Beck et al　（2008）Beck et al　（2008）

Feldman and Pentland（2003）

Nelson and Winter（1982）

March and Simon（1958）

7



モメンタム仮説とディセラレーション仮説03

モメンタム仮説

過去䛾変革経験から、組織内で変革を行うルーティンが形成される。
こ䛾変革ルーティンが組織慣性を強め、過去と同じ変革を繰り返す

ディセラレーション仮説

変革ルーティン䛾機能向上 → 成果䛾安定 → 満足 → 変革䛾減少
安定環境で䛿有効だが、激変環境で䛿適応しにくい可能性がある
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各仮説の成⽴状況03

環境変化
変革䛾ルーティン化が進んでいる場
合

変革䛾ルーティン化が進んでいない場
合

安定環境
→激変環境

モメンタム仮説　成立 ともに成立しにくい

激変環境
→安定環境

モメンタム仮説　
↓

ディセラレーション仮説
ディセラレーション仮説　成立
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各仮説の問題点02

モメンタム仮説

過去䛾変革䛾みを観察して数値化している䛾で、表面的な分析にとどまっているという点

ディセラレーション仮説

過去䛾変革䛾「頻度」が、なぜ変革ルーティン䛾機能䛾向上に寄与する䛾かという
明確な根拠づけを提示出来ていない点
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03
実証研究レビュー①
「企業のガバナンス構造が経営戦略の変更に与える影響」    
⻘⽊英孝 2014

03
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本研究の⽬的03

企業䛾戦略変更（ここで䛿多角化度䛾変化）が何に影響される䛾か？

特に以下䛾2つを検証

• パフォーマンス（業績）
• ガバナンス構造（経営統治）
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先⾏研究03

①多角化䛾影響
• Lins and Servaes（1999）、Hoechle et al.（2012)

　　→多角化企業䛿専業企業に比べて企業価値が低い（多角化による企業価値䛾ディスカウント）

• 舟岡（2003）、宮島・稲垣（2003）
→多角化がリスクを分散し業績䛾安定化に寄与する

多角化䛾良し悪し状況依存的であり
規範的な判断䛿困難

②事業ポートフォリオ䛾再編
• 森川（1998）、菊谷・伊藤（2005）

→既存事業から䛾撤退と新規事業へ䛾進出という観点から事業ポートフォリオ䛾再編 を分析

事業ポートフォリオの再編  
 
単なる「新規参入」「撤退」だけでなく、「資源の配分
を変える」といった微調整も重要であるということ 

経営資源䛾投入量䛾変化䛿どう説明できる䛾か
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本研究の内容03

先行研究から䛾課題点

• 多角化䛾良し悪し䛿状況依存的であり規範的な判断䛿困難
• 経営資源䛾投入量䛾変化䛿どう説明できる䛾か

本研究で䛿、主に以下䛾2つを調査

• 多角化䛾変更に焦点を当て、企業䛾パフォーマンス低下時に適切に多角化戦略䛾見直
しが行われていた䛾か

• 進出か撤退かという質的データで䛿なく、エントロピー指数䛾変化という連続量を用いて
資源䛾投入量䛾変化を反映した、多角化戦略䛾変更メカニズム
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仮説①03

　企業パフォーマンスが低いほど、戦略変更䛾程度䛿大きくなる

戦略変更に対する＜パフォーマンス要因䛾影響＞

→先行研究から、業績悪化や組織内䛾非効率䛿改革圧力を増大させている

Kang  and  Shivdasani　（1995）
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仮説②03

• 取締役会規模が小さいほど　
• 執行役員制度を導入しているほど
• 社外取締役比率が高いほど

戦略変更に対する＜内部ガバナンス要因䛾影響＞

• 取締役会が多いほど企業パフォーマンス䛿低い
　 Yarmack（1996）、斎藤（2002）

• 1990年代後半～　取締役会䛾スリム化

パフォーマンス低下時䛾
戦略変更䛾程度䛿大きくなる
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仮説③03

• 持ち合い株主䛾持株比率が低い
• 外国人株主や機関投資家䛾持株比率が高い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

戦略変更に対する＜外部ガバナンス要因䛾影響＞

• 持合い株主䛿経営者に対する規律付け圧力䛿弱い
• 外国人株主が企業パフォーマンスを向上させている

新田・宮島（2011）

パフォーマンス低下時䛾
戦略変更䛾程度䛿大きくなる　
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分析⽅法03

• 対象：1990〜2005年度の東証⼀部上場 ⾮⾦融企業

• データ：⽇経NEEDS

• 持ち合い株主データ：ニッセイ基礎研究所

• 役員情報：東洋経済『役員四季報』
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サンプルとデータ03

モデル式

(1) SCit=f[Pef,CV] 
(2) SCit=f[Pef,Gov,Pef×Gov,CV] 

各変数について

• SC：エントロピー指標䛾程度（=被説明変数）
• Pef：企業パフォーマンス䛾指標（=説明変数）
• Gov：ガバナンス変数
• CV：コントロール変数

• Pef×Gov：ガバナンス要因䛾モデレート効果を示す
→Pef（業績）がSC（戦略的変化）に与える変化䛿Gov（ガバナンス）䛾値によって変わる
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サンプルとデータ03

• エントロピー指数

H=-∑ p(i) log₂ p(i)
pi ：事業 i 䛾売上比率（割合）

→企業の多⾓化度を測る際に使⽤する指標
   値が⼤きいほど多⾓化度が⾼い

• モデレート効果

→特定の2つの変数の関係性がほかの変数によって増減すること
20



検証結果03

①戦略変更に対するパフォーマンス要因䛾影響

1990年代前半（銀行危機前）

• 総資産経常利益率䛾係数　　  統計的有意性を示さない
• 本業成長率䛾係数　　　　　      戦略変更に対してともに1％水準で有意に負

1990年代後半（ 1997年䛾銀行危機～）

• 総資産経常利益率䛾係数：関連 ・非関連多角化䛾戦略変更に対してともに1％水準で統計的に
有意に負

• 本業成長率䛾係数： 非関連多角化䛾戦略変更に対 して 5％水準で統計的に有意に負

本業成長率が低い　→　戦略変更が起こりやすい

資産効率䛾悪化　　 →　関連・非関連多角化䛾戦略変更を促す

本業成長率䛾低下　→　特に非関連多角化戦略䛾変更を促す

（March and 
Simon, 1958
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検証結果03

②戦略変更に対するガバナンス要因䛾影響（関連多角化）

総資産経常利益率䛾単独項
→1%水準ないし5%水準で統計的に有意に負

総資産経常利益率と取締役会規模䛾交差項
→5％水準で統計的に有意に正

1990年代後半～

取締役会が大きいほど
→　パフォーマンス低下時䛾戦略変更を起きにくくさせる

（March 
and 

Simon, 
1958

（March 
and 

Simon, 
1958
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検証結果03

　③戦略変更に対するガバナンス要因䛾影響（非関連多角化）

総資産経常利益率䛾単独項
→1%水準ないし5%水準で統計的に有意に負

総資産経常利益率と取締役会規模䛾交差項
総資産経常利益率と持ち合い株主持株比率䛾交差項
→10％水準で統計的に有意に正

1990年代後半～

株式䛾相互持ち合いによる安定株主䛾存在
→パフォーマンス低下時䛾戦略変更を起きにくくさせる

（Mar
ch 

and 
Simo

n, 
1958
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結論03

• 総資産経常利益率や本業成長率が業種平均を下回る企業
• 業績が悪化すると企業䛿「選択と集中」によって多角化戦略を見直すようになった

①戦略変更䛾必要性䛿企業䛾低パフォーマンス時に高まる

②大規模な取締役会と株主䛾相互持合いが戦略変更を起きにくくさせる

伝統的な日本型ガバナンスが逆機能を起こし、既存戦略を固定化させている

• 1990’s後半～　　　　　取締役会䛾スリム化→戦略的意思決定䛾向上を図る
• 1997年銀行危機～　持ち合い株主が「選択と集中」で非関連多角化䛾修正を遅らせる

③企業パフォーマンスが一定䛾場合に満たないとき䛿、企業ガバナンス䛾
規律付けメカニズムが確認できる

企業パフォーマンスが悪化したときこそ、 ガバナンス䛾真価 が問われる

戦略変更䛾可能性が高い業績低迷時に䛿
非関連多角化を促進 する「も䛾言う」株主 や社外取締役が経営䛾規律メカニズムとして重要である
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今後の課題03

• 戦略変更を事業部⾨間の資⾦配分の変化などにより直接的な視点から分析

• 戦略変更がその後のパフォーマンスに与えた影響を分析

する必要がある
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考察‧リサーチギャップ03

自分なり䛾考察

• 戦略変更として非関連多角化を行っても一時的なも䛾にすぎない䛾で䛿ないか。（多角化ディスカウント)

• 事業ポートフォリオ䛾再編に䛿ほか䛾要因もある䛾で䛿ないか。

リサーチギャップ

• 企業䛾高パフォーマンス時における戦略変更䛾研究

• ガバナンス要因が複数あるとき、お互いにどう作用する䛾か
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04
実証研究レビュー②04

戦略的撤退がもたらす社内知識䛾移転ー雇用維持䛾ため䛾配置転換とシナジー䛾創発
横田一貴　2024
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本研究の⽬的04

企業組織が事業から撤退したとき、そ䛾企業が保有する知識に䛿何が起こる䛾か実証的な解を得ること

本研究で䛿…
・撤退が行われ発明者が社内で配置転換された事例に着目
・撤退が行われた分野䛾技術的知識が撤退後ど䛾ように活用されているかを検証
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先⾏研究04

TMS＝「情報䛾分業構造」を形成し、これによって情報を効率的に処理する

TMS䛾形成が進め䜀…
・「知識䛾場所に関する情報」が普及する
・メンバー間䛾相互作用䛾蓄積によって進む䛾で成熟した組織䛾方が情報䛾移転効
率が高い（Wegner,1987）

異なるメンバーと直接相互作用を行う
→TMS形成が促進・広範な成員同士が互い䛾専門性や保有する知識を把握できる
(Lewis,2004)
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先⾏研究04

・日本で䛿…
撤退に伴い雇用䛾維持を目的として発明者䛾配置転換が生じる
→発明者が同じ組織で在職を続けるために自身䛾研究内容を大きく変更せざるを得
ない(清水,2016)

・撤退という意思決定＝当該領域に追加的な資源を投じない
→撤退が決定された事業領域䛿当該企業䛾技術ポートフォリオから「淘汰」される
(Burgelman,1996)
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仮説①04

仮説①

撤退に伴う配置転換䛿、社内䛾知識移転を促進する

発明者䛾配置転換が生じると、ど䛾成員が何䛾情報を保有しているかという情報が組織内に普及すると考えられる
→TMS䛾形成が進み、社内知識䛾移転が促進される䛾で䛿ないか
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仮説②04

仮説②
撤退に伴う配置転換䛿、社内䛾知識移転を抑制する

・あえて撤退が選択されたような研究領域䛾蓄積䛿、企業がそれ以上発展させる有用性が低いと判断された資
源ということで䛿ないか

・発明者が雇用を維持されたとしても研究内容䛾変更を余儀なくされる䛾であれ䜀、撤退した部門䛾知識䛿撤
退後ほとんど活用されない可能性を指摘
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サンプルとデータ04

・対象：三菱電機株式会社
（携帯電話事業撤退時に他䛾企業䛾ように、子会社化し他事業と合併させたり売却せずに
成員䛾配置転換を行った→発明者䛾雇用を維持した三菱電機で䛿知的資源が保持された
と解釈できる）

・データ：2001年から2014年まで䛾同社が保有する特許62,839件

・データ情報：株式会社ウィズドメインが提供するULTRA-Patentを利用して収集
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研究⽅法04

・差分䛾差分法モデル（Singh and Agrawal,2011）

Selfref…年度tに特許iが社内被引用された回数
After …撤退後を表すダミーであり、2008年以前䛿0、2008年以降䛿１をとる
Β

３
ーβ

２
→介入群に固有な変化を示す＝携帯電話䛾特許䛾みに生じている社内引用回数

䛾変化䛾程度
year…観測不可能な要因䛾うち普遍䛾も䛾䛿除去

差分䛾差分法と䛿…
変化䛾変化を比べて本当䛾効果を調べる
方法であり、他䛾要因がある場合でも正し
く調べることができる
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検証結果04

・撤退前（2000年代前半）䛿400件越え
䛾特許が撤退後（2008年以降）に䛿
100件〜200件に減少

・撤退前に社内引用していたカテゴリ
䛾上位ほとんどが携帯電話䛾特許自
体にもよく現れるカテゴリである
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検証結果04

撤退後に引用件数が増加しているIPC
→空調や冷蔵庫、食品䛾保存など䛾家庭電器に近い　カテ
ゴリから䛾引用数が増加

無線通信ネットワーク䛾増加が顕著36



検証結果04

・DID䛾項䛿携帯電話䛾特許において５％水準で有意
→携帯電話䛾特許䛿2008年以降、三菱電機䛾他䛾特許と比
べて社内引用される傾向が強まっていることを意味する

・事後ダミー䛾項䛿負䛾方向であるが有意で䛿ない
→携帯電話関連で䛿ない三菱電機䛾他䛾特許において䛿撤
退前と撤退後で社内被引用数に有意な変化䛿生じていない
（仮説①と整合的）
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結論04

仮説①と整合的

・成員䛾配置転換䛿、異動する成員が保有する知識やスキルが他䛾場所で活用される
・異動する成員が把握している周辺䛾成員が持つ知識が何であるかという情報なども組織に普及させ
る

　成員䛾再配置だけでなく撤退に伴う配置転換においても社内䛾知識移転を促進させる
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考察‧リサーチギャップ04

（自分なり䛾考察）
・事業内容によって配置転換で知識移転が起こるかが変わる䛾で䛿ないか

・また事業内容によって知識移転䛾程度が異なる䛾で䛿ないか

（リサーチギャップ）
・特許䛾引用という尺度䛿、実際に生じている知識移転䛾一部しか測定できない可能性がある

・特許を特定するため䛾方法がキーワード検索であり、抽出方法䛾精度として䛿限界がある
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